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なっているとする読解は正確にはE. Rakowski (“Reverence for Life and the Limits of State Power,” in Burley ed., 
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（21） McMahan, 2002 （註3）: p. 459.
（22） Cf. Werth Jr. 1996 （註19）: Ch. 5. おそらく J. Motto (“The Right to Suicide,” in Pence ed.  Classic Works in Medical 
Ethics , McGraw-Hill, 1998, 67 ― 72) もカールや久坂を判断力有りとはみなさないだろう。
有馬斉　自殺念慮、判断力評価、父権主義92
は、実質を失う。 
 　自己決定至上型の安楽死容認論にたいし前節と今節で述べてきた以上二つの批判は、した
がって、セットで理解されなくてはならない。厳密にいえば、問題は、カールや久坂のような
人が判断力評価の対象とみなされるべきかどうかの点にはない。あるいは、同じことだが、容
認論が実際に隈なく形骸化するかどうかが問題なのではない。一方で、かれらを評価の対象と
みなすべきだとすれば、その場合、容認論は隈なく形骸化し、バランスは避けられない。しか
し他方、対象とみなすべきでなくても、かれらの自殺念慮は尊重されるべきでないと考えるか
ぎり、自己決定より他の価値が優先する場合もあることを認めなければならない。つまり、ど
ちらにしても自己決定が常に尊重されるべきだという主張は保持できないのである。 
 　ただし、もしかすると、久坂やカールの場合でも本人の希望があれば第三者による致死薬の
処方や投与を許してよい、と考える人があるかもしれない。もちろん、そう考えてよいなら自
己決定至上型をそのままのかたちで擁護することもあるいは可能かもしれない。しかしこの立
場はほとんどの人の直観に反するだろう。論証責任はその立場を肯定する側にあるはずである。 
 　本節ではあともうひとつだけ反論の可能性を挙げておこう。たとえば破産した人が安楽に死
のうとすると、致死薬の投与をうける等、だれか第三者に積極的に行為あるいは介入してもら
う必要がある。ところが、末期の病人の場合はただ治療を控えてもらうだけでよい。つまりこ
れら二つのケースでは、必要とされる自己決定権の種類にちがいがある。前者のそれはしたい
ことの実現のために他人の積極的介入を要請する権利だが、後者のそれは他人の介入を拒否す
る権利である。もちろん後者のほうがより基本的な権利であり、これを認めるからといって前
者の権利まで認めなければ論理的に一貫しないということはない。だから、末期の病人を対象
とするケースだけ認めて、経済的理由による自殺幇助のほうは認めないとする立場はおかしく
ない、と、このような反論があるかもしれない。 
 　三つ指摘して終わりにしたい。第一に、冒頭の雑誌アンケートで回答者の過半が支持してい
るとされた「安楽死」とは、第三者の処方による致死薬を服用することだった。当然、前段落
の反論では、この行為については最初から擁護することが意図されていない。そこで問題は、
この反論をつかって延命措置の差し控えや中止（雑誌記事の呼びかたでは「尊厳死」）だけで
も擁護することができるか否かの点である。 
 　しかし第二に、現実のところ、他人からの介入を拒否するタイプの自己決定権についても、
生きるか死ぬかにかかわる場面等では、無制限に認められるとはふつう考えられていないよう
に思われる。たとえば、上述の性格の未熟な患者の例（3節 事例①）は、治療拒否のケースである。
この患者を本人の希望どおり帰宅させるべきだと考える人はほとんどいないにちがいない。も
ちろん当の患者については判断力不足が疑われうる。しかし、何度もくりかえすが、判断力不
足を理由に患者の決定を尊重しないことと、患者の決定を自律的とみなしたうえでパターナリ
スティックに覆すこととは、とくにこの事例の場合など実質的に区別できるとは考えにくい。 
 　第三に、理論的にいえば、積極的介入と消極的不介入とを概念的に区別するのは容易なこと
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ではない。日常感覚でいえば、たとえば致死薬投与が介入で、胃ろうの差し控えが不介入であ
ることは火を見るほどあきらかだと思われるかもしれない。しかしでは、いちど増設した胃ろ
うを抜去することはどうか。あるいは、胃ろうの管には手を触れず、ただ流動食の補給を断つ
場合はどうだろうか（23）。このように見ていくと、区別が最初の印象ほど明確ではないこと、あ
るいは区別はできてもそれ自体が道徳的に重要だとは考えにくいことが理解されるだろう。ド
ウォーキンやブロックが、医療者のがわのふるまいにかんして致死薬投与や治療差し控えなど
区別せず、すべて正当化できると主張しているのはこのためである。そこで、患者のがわにつ
いても、他人の介入を要請する権利と他人の不介入を要請する権利が区別できるとはかぎらな
いとも考えうる。 
（23） P・シンガー、『生と死の倫理』（樫則章訳）、昭和堂、1998年、104頁。
